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健康寿命（男性）
-政策目標 - 社会保障
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（備考）第16回健康日本21（第二次）推進専門委員会（令和3年12月20日）資料より作成。



健康寿命（女性）
-政策目標 - 社会保障
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目標値, 2040年までに 75歳以上
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全国値, 73.6 

目標値, 2040年までに 75歳以上
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（備考）第16回健康日本21（第二次）推進専門委員会（令和3年12月20日）資料より作成。



年間新規透析患者数
- KPI第2階層 - 社会保障
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（備考）一般社団法人日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現況」より作成。



特定健診の実施率
- KPI第1階層 - 社会保障

（備考）厚生労働省「特定健診・特定保健指導の実施状況」より作成。 5

目標値, 2023年度までに70％以上
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特定保健指導の実施率
- KPI第1階層 - 社会保障
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目標値, 2023年度までに45％以上
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（備考）厚生労働省「特定健診・特定保健指導の実施状況」より作成。
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2019年度

年齢調整後の一人当たり医療費の地域差
- KPI第2階層 - 社会保障

（備考）厚生労働省「医療費の地域差分析」より作成。なお、地域差指数は「年齢調整後の一人当たり医療費／全国平均の一人当たり医療費」。
※基準となる2014年度に年齢調整後一人当たり医療費が全国平均より高い都道府県（22都道府県。グラフ中赤点線枠）についての、「地域差指数－１」の平均値。
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目標値, 2023年度時点での半減を目指して年々縮小
0.073 （※）

0.077（※）

全国値
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8

目標値, 2019年度決算（1,100億円）より減少

（備考）厚生労働省「厚生労働省保険局国民健康保険課調べ」より作成。



年齢調整後の一人当たり介護費の地域差
- KPI第2階層 - 社会保障
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目標値, 2020年度末までに縮減

0

5

10

15

20

25

2014 2015 2016 2017 2018 2019

（％）

（年度）

全国値（2014年度～2019年度）

施設サービス 在宅サービス 居住系サービス 合計

（備考）１．厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」より作成。
２．サービス種別ごとに、全国平均値を上回る都道府県の「「平均値との差」の平均」÷「平均値」を算出。



後発医薬品の使用割合
- KPI第2階層 - 社会保障

（備考）厚生労働省「NDBデータ」より作成。 10

全国値, 70.5％

目標値, 2023年度末までに全
ての都道府県で80％以上
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（％） 都道府県別（2018年3月）

全国値, 79.6％

目標値, 2023年度末までに全
ての都道府県で80％以上
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在宅患者訪問診療件数
- KPI第1階層 - 社会保障

（備考）厚生労働省「在宅医療にかかる地域別データ集」より作成。 11
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好事例（の要素）を反映したデータヘルスの取組を行う保険者
- KPI第1階層 - 社会保障

12
（備考）日本健康会議「保険者データヘルス全数調査」より作成。
※「好事例（の要素）を反映したデータヘルスの取組を行う保険者数／データヘルス計画を策定している保険者数」の数値。

30.5％（※）

45.7％（※）

50.4％（※）
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74.7％（※）
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